
ン

成果 来館者数【参加者

タ

数＋入場者数】 942

ー

925 888 960 9

1

80
指標 （人）

　近隣

0

市（安城市）において

6

も公民館単位で、利用

3

団体が学習成果を発表する「公民館まつり」を年1回開
他市との 催し、地域の生涯学習活動の啓発を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 366 366 367 372 合計 366,700 円
委託料 320,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 46,700 円

一般財源 366 366 367 372

職員人件費　② 1,567 1,563 1,939 3,120

総事業費（①＋②） 1,933 1,929 2,306 3,492

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

平

涯学習
施策体系

施策の

成

内容 学習活動の支援

目

２

　
　
　
的

  社会教育

９

センターの利用団体が

年

日頃の学習

主
た
る
内
容

度

  学習成果の発表・

評

展示、芸能音楽の発表

価

、
成果を発表・展示す

）

ることにより、学習意

刈

欲 茶会等を年1回、社

谷

会教育センター全館で

市

実施
の向上と団体間の

事

交流や親睦を図る。 す

務

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市生涯学習推進計

業

画

根拠法令 社会教育法

評

対象者 社会教育センタ

価

ー利用団体 事業期間 平

シ

成２年度 ～

実施方法 ■

ー

直営　■委託　□指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２７年度実

部

績 ２８年度実績 ２９年

教

度実績 ３０年度計画

1

育

1月15日（日）開催

部

11月6日（日）開催

一

11月26日（日）開

般

催 11月18日（日）

会

開催
参加団体数   

計

27団体 参加団体数 

学

  28団体 参加団体

習

数   28団体 参加

発

予定団体数   29

表

団体
参加者数　   

会

 322人 参加者数 

実

　   285人 参加

施

者数      31

事

6人 参加予定者数  

業

    320人
入場

担

者数    　620

当

人 入場者数     

課

 640人 入場者数 

社

     572人 入

会

場予定者数     

教

 640人

　学習発表

育

会を通じて、参加者全

セ

員が学習意欲の向上と

ン

新たな学習課題の発見

タ

をすることができた。

ー

また、団体間の交流

成

款

果
や親睦を深めること

項

ができた。

　対前年比

目

で参加者数は増加した

担

ものの、入場者数を増

当

やす施策が求められる

係

。

課題

指標名称（単位

社

）
実績値 目標値

２７年

会

度 ２８年度 ２９年度 ３

教

０年度 ３２年度

活動 参

育

加団体数（団体） 27

セ

28 28 29 30
指標



ター

10 6 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

社会教育センターの利

成

用団体である市民が、

３

日頃の学習
・法的業務

０

高い
成果を発表・展示

年

することで学習意欲の

度

向上と団体間の交
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 流や親睦を図るた

成

め、必要性の高い事業

２

である。
・市民生活上

９

必要である　など

　社

年

会教育センターの利用

度

団体で構成される実行

評

委員会に
・コストの節

価

減、費用対効果
普通

委

）

託し、活動の充実・活

刈

性化を図り、学習意欲

谷

の一層の向
効率性 ・執

市

行体制の効率性 上や参

事

加促進を行い、効率的

務

な運営を行っている。

事

・手段の最適性　など

業

　学習成果の発表の場

評

の提供など、市民の生

価

涯学習活動を
・市が主

シ

体となって実施する
高

ー

い
支援するために、市

ト

の関与は必要である。

（

妥当性 　べき事業であ

様

るか
・総合計画との整

式

合性　など

　学習発表

２

会を実施することで、

）

市民の学習意欲の向上

会

及

施策への ・施策への

計

貢献度
普通

び学習活動

名

への参加の促進に寄与

担

している。
・目標達成

当

度
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

教

の方向性 □拡充　■現

育

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

一

定　□休止・廃止

　引

般

き続き、学習発表会を

会

行うことで、市民の学

計

習意欲の向上を図ると

学

ともに学習活動への参

習

加を促進していく。

発表会実

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

施

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

事

　
評
　
価
　
∨

業
担当課 社会教育センター

款 項 目 担当係 社会教育セン



タ

様な学習機会の提供を

ー

受けることができるよ

1

他市との う、地域の特

0

性や公共的課題を鑑み

6

、多種多様な講座を開

3

催し、生涯学習の推進を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,002 893 973 1,124 合計 972,762 円
報償費 776,000 円

財
　
源

特定財源 224 201 189 240 需用費 72,462 円
役務費 50,000 円

一般財源 778 692 784 884 使用料及び賃借料 74,300 円

職員人件費　② 3,917 3,908 5,816 6,630

総事業費（①＋②） 4,919 4,801 6,789 7,754

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 講座受講料

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

０

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 生涯

平

学習
施策体系

施策の内

成

容 学習機会の充実

目
　

２

　
　
的

　多様化する市

９

民の学習要求に応え、

年

誰もが

主
た
る
内
容

　市

度

民ニーズの把握に努め

評

、各種講座を前期5
気

価

軽に学べる機会と場所

）

を提供し、生涯学習 講

刈

座、後期5講座に分け

谷

て約3か月間（各10

市

回
の推進と支援を図る

事

。 程度）開設する。
　

務

1講座当たりの受講者

事

数は、20～40人程

業

度で
実施し、市民が気

評

軽に学習活動に参加で

価

きる
場を設ける。　

位

シ

置
づ
け

関連計画 刈谷市

ー

生涯学習推進計画

根拠

ト

法令 社会教育法

対象者

（

市内在住または在勤の

様

人 事業期間 ～

実施方法

式

■直営　□委託　□指

１

定管理　□補助・助成

）

　□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２７年度

一

実績 ２８年度実績 ２９

般

年度実績 ３０年度計画

会

・講座開設数 　10

計

講座 ・講座開設数  

市

 10講座 ・講座開設

民

数   11講座 ・講

講

座開設予定数   1

座

1講座
・講座受講者数

開

　250人 ・講座受講

設

者数　235人 ・講座

事

受講者数　242人 ・

業

講座受講予定者数　2

担

50人

　受講者の知識

当

・教養の向上、技能の

課

習得に資すると共に、

社

学習者相互のふれあい

会

の場を提供することに

教

より、生涯学習

成果
活

育

動の推進に貢献するこ

セ

とができた。

　市民講

ン

座受講後の受講者の施

タ

設利用を考慮し、受講

ー

者による自主サークル

款

への参加や新たな自主

項

サークル結成の促進を

目

図る。
課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

２

当

７年度 ２８年度 ２９年

係

度 ３０年度 ３２年度

成

社

果 市民講座受講者数（

会

人） 250 235 24

教

2 250 250
指標

 

育

指標
　近隣市（安城市

セ

）においては、地区公

ン

民館単位で、市民が多



教

座　6回
・図書蔵書数

育

 　14,909冊　

セ

・図書蔵書数　 15

ン

,228冊 ・図書蔵書

タ

数   　15,54

ー

4冊 ・図書蔵書数見込

1

　15,500冊
・利

0

用者数    　6,

6

026人 ・利用者数　

3

    5,878人 ・利用者数        5,992人 ・利用者数見込     6,200人
・図書貸出数　 15,880冊 ・図書貸出数   15,321冊 ・図書貸出数     15,757冊 ・図書貸出数見込  16,300冊

　絵本の貸し出しを行うとともに、読書講演会や年齢別のおはなし会、保護者向けの学習会や赤ちゃんの絵本講座を実施

成果
することにより、親子が絵本を通して触れ合うことができ、こどもの心身の健全な育成に寄与した。

　図書蔵書数は毎年増えているため、利用者数及び図書貸出数をさらに増やす施策が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 図書室利用者数（人） 6,026 5,878 5,992 6,200 6,500
指標
成果 図書貸出数（冊） 15,880 15,321 15,757 16,300 17,000
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,567 1,561 1,660 1,784 合計 1,660,484 円
賃金 827,520 円

財
　
源

特定財源 0 0

Ｄ

0 0 報償費 268,0

　

00 円
需用費 49,

　

600 円

一般財源 1

　

,567 1,561 1

Ｏ

,660 1,784 使

　

用料及び賃借料 16,

　

050 円
備品購入費

∧

499,314 円

職

　

員人件費　② 1,56

　

7 1,563 2,71

実

4 3,120

総事業費

　

（①＋②） 3,134

　

3,124 4,374

施

4,904

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２９年度特定財源

∨

名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

平

施策 生涯学習
施策体系

成

施策の内容 学習機会の

２

充実

目
　
　
　
的

  「

９

めばえ図書室」を開設

年

し、乳幼児及び小

主
た

度

る
内
容

  図書の購入

評

と貸し出し、読書講演

価

会、おは
学校低学年の

）

児童とその親等への図

刈

書の貸し なし会、学習

谷

会、絵本講座を実施す

市

る。
出し、講演会、お

事

はなし会等の開催や、

務

読書
グループの育成を

事

図ることにより、絵本

業

を通
して親子が触れ合

評

い、こどもの心身の健

価

全な
育成に寄与する。

シ

位
置
づ
け

関連計画  

根

ー

拠法令  

対象者 乳幼児

ト

、小学生低学年とその

（

母親等 事業期間 昭和５

様

１年度 ～

実施方法 ■直

式

営　□委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２７年度実績

一

２８年度実績 ２９年度

般

実績 ３０年度計画

・読

会

書講演会　4回 ・読書

計

講演会　3回 ・読書講

親

演会　4回 ・読書講演

子

会　3回
・おはなし会

の

・おはなし会 ・おはな

公

し会 ・おはなし会
　 

民

0･1･2才児向け 

館

  22回 　 0･1

活

･2才児向け   2

動

2回 　 0･1･2才

促

児向け   23回 　

進

 0･1･2才児向け

事

   23回
　 2･

業

3才児向け     

担

24回 　 2･3才児

当

向け     26回

課

　 2･3才児向け 

社

    24回 　 2

会

･3才児向け    

教

 24回
　 園児･小

育

学生向け 31回 　 

セ

園児･小学生向け 3

ン

0回 　 園児･小学生

タ

向け 31回 　 園児

ー

･小学生向け 30回

款

・学習会　34回 ・学

項

習会　39回 ・学習会

目

　40回 ・学習会　4

担

0回
・赤ちゃんの絵本

当

講座　6回 ・赤ちゃん

係

の絵本講座　6回 ・赤

社

ちゃんの絵本講座　6

会

回 ・赤ちゃんの絵本講



1

.3 35.8 35.8

0

36.0 37.0
指標

6

　近隣市（安城市）は

3

、地区公民館単位で施設管理コストの削減に努めている。また、積極的に利用者から
他市との の意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,229 24,552 25,124 28,114 合計 25,124,369 円
需用費 8,244,509 円

財
　
源

特定財源 2,396 2,371 2,353 2,220 役務費 321,856 円
委託料 16,236,559 円

一般財源 23,833 22,181 22,771 25,894 使用料及び賃借料 321,445 円

職員人件費　② 3,134 3,126 3,102 3,900

総事業費（①＋②） 29,363 27,678 28,226 32,014

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 社会教育センター使用料

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

０

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 生涯学習

平

施策体系
施策の内容 生

成

涯学習施設の利用促進

２

目
　
　
　
的

  生涯学

９

習施設（社会教育セン

年

ター）として

主
た
る
内

度

容

  施設利用に係る

評

受付事務、施設清掃、

価

各種
維持管理に努め、

）

利用者の利便を図る。

刈

設備機器の日常・定期

谷

点検を通じて、施設の

市

適正な維持・保守を行

事

う。

位
置
づ
け

関連計画

務

刈谷市生涯学習推進計

事

画

根拠法令 社会教育法

業

、刈谷市社会教育セン

評

ター条例、刈谷市公民

価

館条例

対象者 市民 事業

シ

期間 昭和５０年度 ～

実

ー

施方法 ■直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

７年度実績 ２８年度実

教

績 ２９年度実績 ３０年

育

度計画

・中央公民館利

部

用者数　　　 ・中央公

一

民館利用者数    

般

 　・中央公民館利用

会

者数     　・中

計

央公民館利用者数見込

施

　　　　　　46,2

設

70人 　　　　　　4

管

6,969人 　　  

理

      45,5

事

13人       　

業

　　47,000人
・

担

施設利用率　35.3

当

％ ・施設利用率　35

課

.8％ ・施設利用率　

社

35.8％ ・施設利用

会

率  36.0％

　身

教

近な学習施設である社

育

会教育センターで、公

セ

民館利用者が気軽に利

ン

用できるよう生涯学習

タ

の場を提供し、住民の

ー

福祉

成果
の増進を図っ

款

た。

　公民館利用者数

項

が前年度と比較して減

目

少したため、公民館利

担

用者数を増やす施策が

当

求められる。

課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

社

標値

２７年度 ２８年度

会

２９年度 ３０年度 ３２

教

年度

活動 中央公民館利

育

用者数（人） 46,2

セ

70 46,969 45

ン

,513 47,000

タ

48,000
指標
成果

ー

施設利用率（％） 35



3 0 1,939 0

総事業費（①＋②） 4,161 0 6,918 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

３

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

０

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

教育文化

基本施策 生涯

（

学習
施策体系

施策の内

平

容 生涯学習施設の利用

成

促進

目
　
　
　
的

  施

２

設の維持管理を行い、

９

安全に利用できる

主
た

年

る
内
容

  エレベータ

度

ーピット内の防水修繕

評

及び地下
環境を整える

価

。 駐車場粉末消火設備

）

の修繕を行うことによ

刈

り
、より安心で快適な

谷

施設を維持する。

位
置

市

づ
け

関連計画 刈谷市生

事

涯学習推進計画

根拠法

務

令 社会教育法

対象者 市

事

民 事業期間 昭和５６年

業

度 ～

実施方法 ■直営　

評

□委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２７年度実績 ２８

名

年度実績 ２９年度実績

担

３０年度計画

・粉末消

当

火設備ボンベ取替修 　

部

・エレベーターピット

教

内漏水 　
繕 　 修繕 　

　

育

・粉末消火設備制御盤

部

修繕 　
　 　
　　　――

一

――――― 　　　――

般

―――――

　施設を修

会

繕することにより被害

計

を食い止め、耐用年数

施

を延ばすと共に安全性

設

を高めた。

成果

　施設

補

の老朽化に伴い、随時

修

修繕を行っていく必要

事

がある。

課題

指標名称

業

（単位）
実績値 目標値

担

２７年度 ２８年度 ２９

当

年度 ３０年度 ３２年度

課

指標

指標

他市との
比較

社

検証

会教育センター

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

項

　
ス
　
ト

単位：千円
２

目

７年度 ２８年度 ２９年

担

度 ３０年度 ２９年度

（

当

決算） （決算） （決算

係

） （予算） 事業費内訳

1

事業費　① 3,378

0

0 4,979 0 合計 4

6

,978,800 円

3

需用費 4,978,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 3,378 0 4,979 0

職員人件費　② 78


